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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、経営体制と内部統制システムを整備・運用し、株主をはじめとするすべてのステークホルダーに対する責任を果たしていくことで、企業
価値の永続的な増大をめざしています。また「包む」を基本コンセプトに独立自尊と積極進取の気概を持って、透明性、公正性が高く迅速で効率の
良い経営を実現することが、コーポレートガバナンスに関する取組みの基本的な考え方です。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

2021年6月改訂後のコーポレートガバナンス・コードに基づき記載しています。

【原則1-4】

　当社は、政策保有株式について、当社の事業戦略上の重要性、取引関係の維持・拡大、そこから生じる収益等を総合的に勘案して、当社の持
続的な成長と企業価値の向上に資すると判断した場合、経営戦略の一環として取引関係を保持・強化する目的で保有することとしています。

　当社は、政策保有株式として保有する場合は、取締役会において保有目的、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか具体的に精
査し、保有の適否を検証のうえ、保有意義や経済合理性が認められるものに限り取得することとしています。

　また、保有後は定期的に取引関係の状況や当該会社の財務状況を検証し、保有目的、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか
どうかを評価し、継続保有の可否及び保有株式数について取締役会において判断しています。

　保有株式の議決権行使については、その議案の内容を精査し、投資先企業の企業価値向上や持続的な成長に資するものか否かを保有目的、
保有意義や経済合理性等に照らして、ひいては当社の中長期的な企業価値の向上に資することが重要であるとの認識の下、統一的な基準を設
けず議案ごとに、個別具体的且つ適切に判断しています。

【原則1-7】

　当社は、役員や主要株主等との取引について、その取引が利益相反取引または同じ事業の部類に属する取引の場合は、事前に取締役会の承
認を要する旨を取締役会規程で定め、取締役会は、重要性基準等に従い、その取引を適切に監視しています。当該取引については定期的に取
引の内容等について取締役会に報告することとしています。

【補充原則2-4-1】

　当社の組織は自由闊達で柔軟性を有し、学歴・学閥などにとらわれず管理職への登用等を行っており、その点は当社が誇れる企業風土と考え
ています。変化の激しい事業環境に対応し、スピード感をもって業務改革を行うため、当社では様々な職歴を持つキャリア採用や積極的に女性の
採用を進め、日本国内では外国人の雇用等、多様な人材の採用を進めてきました。

　また、当社グループは、米国・スウェーデン・ベトナムに拠点を有し、現地採用を推進していることから、中途採用者の活躍の場の拡大を進めて
います。

　当社は多様性の確保を推し進めるとともに、それぞれの経験や能力を最大限活かせる職場環境の整備を進め、本人の潜在能力・顕在能力を評
価・判定し管理職への積極的な登用を行っています。

【原則2-6】

　当社は、確定給付企業年金の積立金の運用を信託銀行等外部運用機関に全て委託しています。その運用が社員の安定的な資産形成に資す
ることに加え、当社の財政状況にも影響を与えることから、取締役会は、運用の基本方針を定め、定期的に各運用機関の資産運用状況の報告を
受け、運用方針に反映させています。

　また、モニタリングを適切に行えるよう必要な経験や資質を備えた人材を配置するとともに、その育成・登用に努めています。

【原則3-1】

(1)当社は、会社の意思決定の透明性・公正性を確保し実効的なコーポレートガバナンスを実現するため、法令等に基づく情報開示を適切に行うと
ともに、社長のトップメッセージや会社の経営理念を当社ウェブサイト等に開示しています。経営戦略や経営計画等は決定の都度ウェブサイトや決
算短信等により開示します。

　社長のトップメッセージ：

　https://www.tomoku.co.jp/corporate/message.html

　経営理念：

　https://www.tomoku.co.jp/group/about/philosophy/

(2)当社は、コーポレートガバナンス・コードの原則を踏まえ、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針を策定し、当社の「コーポ
レートガバナンス報告書」の「Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」の「1.基本的な考
え方」に掲載しています。

　なお、同報告書は東京証券取引所に提出しています。



(3)当社の経営陣幹部・取締役の報酬の決定に当たっての方針と手続きを策定し、当社の「コーポレートガバナンス報告書」の「Ⅱ経営上の意思決
定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の「1.機関構成・組織運営等に係る事項」【取締役報酬関
係】「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に掲載しています。

　当社は、役員退職慰労金制度を廃止しています。

(4)取締役会が経営陣幹部の選解任及び取締役・監査役候補者の指名を行うに当たっての方針は、各事業や部門運営において、重要な業務執行
を決定するに足りる多様で十分な判断力を有し、株主から負託された受託者責任、説明責任に応える高い専門性と経験や見識を考慮してその職
務と責任を全うできる適任者を指名・選任することとし、その任に不適当であると判断された場合には解任または不再任とします。

　取締役・監査役候補者の指名並びに執行役員の選任の手続きは、代表取締役が中心となり候補者を選定し、候補者の妥当性について独立社
外取締役を委員長とする指名委員会の答申を得たうえで、取締役会の決議をもって決定します。なお、監査役候補者の指名については監査役会
の同意を得たうえで、取締役会で決定します。

(5)当社では、取締役と監査役の候補者について、その氏名、略歴等を株主総会招集通知に記載し、候補者とした理由を注記します。

　また、解任した取締役、監査役がある場合には解任理由を説明します。

【補充原則3-1-3】

《サステナビリティに関する取組み》

　当社は、中期経営計画における成長戦略の取組みについて、決算説明会資料に開示しています。当社グループのサステナビリティに関する取
組みの推進機関として社長を委員長とする「サステナビリティ委員会」を設置し、同委員会にて方針の策定、諸施策の審議、目標の進捗管理を
行っています。その内容は取締役会に報告しています。

　当社のサステナビリティの考え方や方針及び取組みについては、当社ホームページに掲載しています。

　https://www.tomoku.co.jp/sustainability/

《人的資本や知的財産への投資等》

　当社の強みは徹底した品質の追求にあり、高い顧客満足度を実現してきました。そのために生産機械や設備に多額の投資をしている中、それ
以上に力を入れていることが「人づくり」です。「人の成長」こそが当社の財産であり、ひいては会社の成長につながる…これが当社の信念です。こ
れらの投資に共通するのは「トーモクオリジナリティ」の発想です。階層別研修や職種別研修では、「錬匠館」・「販捷館」・「漠尚館」・「管昭館」・「華
咲館」と命名した当社オリジナルの研修施設で人材育成を実施しています。また、機械・設備の導入に当たっては、専門部が培った技術の粋を結
集し、当社オリジナルの設備を開発しています。販売・生産業務において得られた各種データや品質情報等を定性的・定量的に集計・分析し、DX
を駆使した業務の効率化に繋げるなど、知的財産として次代に活かすべく蓄積しています。

《気候変動に係るリスク及び収益機会が事業活動や収益等に与える影響について》

　気候変動は世界共通の取り組むべき課題であるとの認識のもと、気候変動が当社グループのビジネスに与えるリスクと収益機会、及びこれらが
当社グループの財務にどのような影響を与えるかを理解し、重要なリスクと収益機会を適切にマネジメントするため、気候関連財務情報開示タス
クフォース（TCFD）の枠組みに基づき必要なデータの収集と分析を行っています。

　国内事業についてはTCFDの枠組みを参考にシナリオ分析を行い、分析結果については、当社ホームページにて開示しております。

　https://www.tomoku.co.jp/sustainability/environment/tcfd.html

【補充原則4-1-1】

　当社は、法令・定款等に定められた事項並びに当社及びグループ会社の重要事項等について取締役会で決定することを取締役会規程にて定
めています。

　業務執行取締役並びに執行役員への業務委任の範囲は「決裁規程」、「業務分掌規程」等に明確に定めています。

【原則4-9】

　当社は、独立社外取締役の選任基準については取締役選任方針に則り且つ東京証券取引所が定める独立役員の要件に加え、以下の項目に
ついて該当の有無を確認して、以下のいずれかに該当した者は独立性を有しないものと判断しています。

(1)当社グループとの取引高が、直近事業年度の連結売上高の2%を超える取引先の業務執行者

(2)当社グループから直近3事業年度の平均年間支払額が1千万円超の寄付等金銭その他財産上の利益を受けている団体に属する者

(3)当社グループから直近3事業年度の平均年間支払額が1千万円を超える金銭その他財産上の利益を得ている弁護士等専門的サービスを提供
する者

(4)当社の会計監査人の代表社員又は社員

(5)過去3年間のうち上記(1)～(4)のいずれかに該当していた者

【補充原則4-10-1】

　当社の現在の取締役会は、社内取締役6名、独立社外取締役3名（うち女性2名）の総数9名で構成されています。

　当社は、独立社外取締役が独立かつ客観的な立場から積極的に取締役会に関与し、取締役会の監督機能を強化するための体制確保に努めて
います。また、取締役会の議長には独立社外取締役を選定しております。

　経営陣幹部・取締役の指名（後継者計画を含む）、報酬については、特に独立性・客観性及び説明責任の強化が必要であることから、独立社外
取締役が委員長を務める指名委員会、報酬委員会を設置し、適切に関与・助言を得ています。

　両委員会とも委員は5名で、それぞれ独立社外取締役3名、独立社外監査役1名、社内取締役1名で構成されており、独立社外役員が過半数を
占めることで、独立性・客観性を確保しています。

　経営陣幹部・取締役の指名並びにその報酬の決定に当たっては、それぞれの委員会の審議を経て取締役会に答申されます。取締役会はその
答申を受けて決議しています。

【補充原則4-11-1】

　当社は、取締役が取締役会においてより実質的な議論を行い得るためには、専門性・経験等の観点及び多様性とバランス等の観点を考慮し、
機動性が確保できる適正な規模の取締役数が必要であると考えています。

　取締役候補者については、社内外を問わず、(1)取締役としてふさわしい人格・人望、(2)法令及び企業倫理の遵守に徹する見識、(3)広汎な知
識・経験及び実績を有することを基準としており、特に社外取締役については、会社経営の経験・知見を有し、多様な観点から当社の経営戦略策
定・業務執行監督に参画し、当社の企業価値向上に資する人を選任しています。

　なお、各取締役の知識・経験・能力等を一覧化したいわゆるスキル・マトリックス等は、当該取締役の選任理由と併せ、定時株主総会の招集通知
に記載し、開示しています。

【補充原則4-11-2】

　取締役及び監査役の他社での重要な兼任状況は、株主総会招集通知添付書類（報告書）、有価証券報告書及びコーポレートガバナンスに関す



る報告書等を通じ、毎年開示しています。

【補充原則4-11-3】

　当社は、毎年度末に「取締役セルフチェック」・「取締役会チェック報告」（取締役・監査役による自己評価）を実施しています。

　「取締役セルフチェック」は12項目のチェック項目に自己評価を行い、取締役全員の評価に問題がないことを確認しています。また、「取締役会
チェック報告」は取締役会の招集・議案・審議・決議要件・議事録の5項目の詳細を取締役と監査役がチェックするとともに個別コメントの報告を受
け、取締役会全体の実効性に問題がないことを確認しています。

　当社は、これらの結果を参考に次年度の取締役会の適切な運営に努めています。

【補充原則4-14-2】

　当社は、取締役・監査役がその役割と責務を適切に果たせるよう、以下を実施しています。

(1)新任役員ガイダンス

(2)社外取締役・社外監査役への事業活動・業界情勢等の説明会

(3)顧問弁護士や内部統制担当部署による役員研修会

(4)日本取締役協会や日本監査役協会などの外部機関が開催するセミナー等への参加

【原則5-1】

　当社は、株主からの対話（面談）の申込みに対し、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、その内容に応じ個別具体的
に、合理的な範囲で前向きに対応しています。

　また、取締役会は、株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針を決定し開示しています。

【株主との対話の実施状況等】

　直近事業年度の株主との対話の実施状況等については、2026年5月28日開催の決算説明会において開示し、当社ホームページに掲載しており
ます。

　https://www.tomoku.co.jp/ir/library/ir-material.html

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 有り

アップデート日付 2026年5月28日

該当項目に関する説明

　資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応については、2026年5月28日開催の決算説明会において開示し、当社ホームページに掲
載しております。

　https://www.tomoku.co.jp/ir/library/ir-material.html

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,615,700 9.79

丸紅株式会社 923,714 5.59

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 864,800 5.24

日本製紙株式会社 719,127 4.35

ホッカンホールディングス株式会社 604,465 3.66

トーモク社員持株会 540,194 3.27

特種東海製紙株式会社 540,000 3.27

株式会社みずほ銀行（常任代理人 株式会社日本カストディ銀行） 388,627 2.35

日本生命保険相互会社（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 388,157 2.35

三菱UFJ信託銀行株式会社（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 329,675 1.99

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――



親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム、札幌 既存市場

決算期 3 月

業種 パルプ・紙

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社外取締役

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

下中美都 他の会社の出身者

小柳恒志 他の会社の出身者

野口瑞穂 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

下中美都 ○

2026年6月24日開催の取締役会におい
て、右記のとおり、独立性が高く、一般株
主と利益相反のおそれがないことから独
立役員に指定いたしました。

同氏は、出版業界の企業経営者として豊富な
経験と幅広い見識を有しております。当社の経
営全般に対し客観的・中立的な立場と、多面的
な視点から有益な発言を取締役会で行ってお
り、持続的な企業価値の向上、当社の経営体
制のさらなる強化が期待できると判断しており
ます。また、同氏は当社の定める「独立社外役
員選任基準」及び東京証券取引所の定める独
立性に関する要件を満たしており、一般株主と
の利益相反の生じる恐れがないと判断し、独立
役員に指定しております。

小柳恒志 ○

2026年6月24日開催の取締役会におい
て、右記のとおり、独立性が高く、一般株
主と利益相反のおそれがないことから独
立役員に指定いたしました。

同氏は、金融機関での経験を通じて培った実
務及び経営における豊富な経験、高い知識か
ら幅広い見識を有しております。当社において
も経営施策の策定や推進に積極的な意見や適
切な発言を行っており、更なる企業価値向上を
図ることができると判断しております。また、同
氏は当社の定める「独立社外役員選任基準」
及び東京証券取引所の定める独立に関する要
件を満たしており、一般株主との利益相反の生
じる恐れがないと判断し、独立役員に指定して
おります。

野口瑞穂 ○

2026年6月24日開催の取締役会におい
て、右記のとおり、独立性が高く、一般株
主と利益相反のおそれがないことから独
立役員に指定いたしました。

同氏は、出版販売会社で事業戦略・図書館事
業・商品開発部長を経験した後、取締役文具雑
貨商品本部長、㈱学研ステイフルの代表取締
役社長として会社経営にかかわっておりまし
た。同氏は書籍・文具の流通についての経営
全般にわたる豊富な知識と経験を持ち、マー
ケットの情報力や環境等の視点からも、当社の
ガバナンス体制の強化に向けて有益な意見や
指摘をいただけるものと判断しております。ま
た、同氏は当社の定める「独立社外役員選任
基準」及び東京証券取引所の定める独立に関
する要件を満たしており、一般株主との利益相
反の生じる恐れがないと判断し、独立役員に指
定しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 5 0 1 3 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 5 0 1 3 0 1
社外取
締役

補足説明

その他は社外監査役です。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は会計監査人より、年度の監査計画、半期監査の状況、年度末監査の状況について報告と説明を受けるほか、会計監査人の往査現場
において適宜情報交換、意見交換を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

八木茂樹 公認会計士

北出加代子 弁護士

篠木良枝 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

八木茂樹 ○

2024年6月21日開催の取締役会におい
て、右記のとおり、独立性が高く、一般株
主と利益相反のおそれがないことから独
立役員に指定いたしました。

同氏は、公認会計士としての豊富な経験と経
営コンサルタントとしての幅広い見識を有し、20
14年より当社の社外監査役を務め、当社の経
営に対して客観的・専門的な立場から助言・提
言をいただいております。今後も、財務・会計及
び経営に対する監視と多角的視点から有効な
アドバイスをいただけるものと判断しておりま
す。また、同氏は当社の定める「独立社外役員
選任基準」及び東京証券取引所の定める独立
性に関する要件を満たしており、一般株主との
利益相反の生じる恐れがないと判断し、独立役
員に指定しております。

北出加代子 ○

2024年6月21日開催の取締役会におい
て、右記のとおり、独立性が高く、一般株
主と利益相反のおそれがないことから独
立役員に指定いたしました。

同氏は、弁護士としての豊富な経験と専門知
識から、幅広い見識を有しております。同氏は
今後も当社の企業統治の一層の強化や法律
的な視点など多角的な観点から、客観的・中立
的な立場で経営に対する有益な意見や指摘を
いただけるものと判断しております。また、同氏
は当社の定める「独立社外役員選任基準」及
び東京証券取引所の定める独立性に関する要
件を満たしており、一般株主との利益相反の生
じる恐れがないと判断し、独立役員に指定して
おります。

篠木良枝 ○

2024年6月21日開催の取締役会におい
て、右記のとおり、独立性が高く、一般株
主と利益相反のおそれがないことから独
立役員に指定いたしました。

同氏は、公認会計士として会計、監査に携わっ
た豊富な経験から財務・会計に関する知見を
有しております。また同氏は上場準備会社の常
勤監査等委員や上場会社の社外監査役の経
験を有し、上場会社のガバナンスについて社外
からの視点も有しております。このことから、当
社においても客観的な視点から経営に対する
有益な意見や指摘をいただけるものと判断して
おります。また、同氏は当社の定める「独立社
外役員選任基準」及び東京証券取引所の定め
る独立性に関する要件を満たしており、一般株
主との利益相反の生じる恐れがないと判断し、
独立役員に指定しております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

■業績連動報酬制度の導入

　　取締役の役員賞与については、財務指標に加えて長期的な視野で当社グループが取組みを強化してきた非財務指標のＥＳＧの具体的な課題

　　としてのＳＤＧｓの達成度にも応じて報酬額を調整する方法に変更し、その算定方法とその結果については報酬委員会に諮り、取締役会で

　　決議いたします。

■その他：譲渡制限付株式

　　取締役の株式報酬については、業務執行体制の充実をはかり取締役会の監督機能を強化するなかで、中長期的に株価変動のメリットとリスク

　　を株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めることを目的に、社外取締役を除く取締役に対し非金銭

　　報酬の株式報酬として役位、役割に応じた予め決められた割当限度内で譲渡制限付株式を割り当てることとします。割り当てられる個人別株

　　式数については報酬委員会に諮り、取締役会で決議いたします。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当事業年度における当社取締役の報酬等の総額等

　　　区分　　　　　　　　　支給人員　　定額報酬　 　役員賞与　　非金銭報酬等　　報酬等の総額

　　　　　　　　　　　　　　　　（名）　　　　（百万円）　　（百万円）　　　（百万円）　　　　　（百万円）

　　取締役　　　　　　　　　　　10　　　　　　193　　　　　　 79　　　　　　　 48　　　　　　　　　321

　 （うち社外取締役）　　　 　（4）　　　　　 （15）　　 　 　 （5）　 　　　 　　　　　　　　　　　 　（20）

　 （注）1．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与及び賞与は含まれておりません。

　　　　 2．2008年6月27日開催の第69回定時株主総会において取締役の報酬限度額は、年額360百万円以内（但し、使用人兼務取締役の使用

　　　　　　人分給与及び賞与は含まない。）と決議し、同総会において役員退職慰労金制度は廃止を決議しております。

　　　　　　また、金銭報酬とは別枠で、2022年6月23日開催の第83回定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡

　　　　　　制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、年額80百万円以内、株式数の上限を年40千株以内と決議してお

　　　　　　ります。

　　　　 3．取締役の個人別報酬（業績連動金銭報酬）については、「報酬等の決定に関する方針」に基づき経常利益（連結11,445百万円/

　　　　　　単体8,791百万円）をベースとしております。

　　　　 4．非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当の際の条件等は「報酬等の決定に関する方針」の通りであります。

　　　　 5．上記支給人員には、2025年6月24日開催の第86回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名を含んでおります。

報酬等の決定に関する方針

　　

　　　取締役の報酬に関する基本方針は、持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして機能するよう金銭報酬の定額報酬及び単年度の業

　　績等に応じて支給する業績連動報酬としての役員賞与並びに非金銭報酬の株式報酬で構成し、各取締役の役位、役割並びに当社業績に

　　応じて適正な水準で支給することとしています。

　　　取締役の定額報酬の算定方法及び決定手続きについては、取締役の役位、役割等に応じて基準を定めたガイドラインにより算定し、報酬の

　　決定に関する客観性及び透明性を確保するために、社外取締役を委員長とする報酬委員会の答申を踏まえて、取締役会で決議いたします。

　　　取締役の業績連動報酬については、財務指標に加えて長期的な視野で当社グループが取組みを強化してきた非財務指標のＥＳＧの具体的

　　な課題としてのＳＤＧｓの達成度にも応じて報酬額を調整する方法に変更し、その算定方法とその結果については報酬委員会に諮り、取締役

　　会で決議いたします。

　　　また、取締役の株式報酬については、業務執行体制の充実をはかり取締役会の監督機能を強化するなかで、中長期的に株価変動のメリット

　　とリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めることを目的に、社外取締役を除く取締役に対し

　　非金銭報酬の株式報酬として役位、役割に応じた予め決められた割当限度内で譲渡制限付株式を割り当てることとします。割り当てられる個

　　人別株式数については報酬委員会に諮り、取締役会で決議いたします。割り当てられた譲渡制限付株式は、原則として役員退任時に取締役

　　会の決議により譲渡制限を解除することといたします。

　　　また、当事業年度に係る取締役会の報酬等について、取締役会で決議された報酬等の決定方針と整合していることや、当該方針に沿うもの

　　であることを取締役会で確認しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役及び社外監査役には必要に応じ各部署が支援し、取締役会資料の事前説明を行っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

斎藤　英男 相談役
当社グループ経営陣が必要なとき
に助言する業務

非常勤・報酬有 2022/6/23 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

・　当社は、監査役会設置会社であり、従来の取締役と監査役の枠組みの中で取締役会、監査役会を中心に組織しております。経営の意思決定
の迅速化と業務執行の分離を目的として取締役会をスリム化し、執行役員制度を導入してそれぞれの機能を強化しております。

・　経営体制は、社外取締役3名を含む取締役9名、社外監査役3名を含む監査役4名、執行役員は取締役兼務執行役員5名を含めて20名でありま
す。社外取締役3名並びに社外監査役3名は経営陣から独立した中立性を保った独立役員であります。

・　取締役会は原則毎月１回開催し、重要事項の決定並びに業務執行状況の監督等を行い、意思決定の迅速化と経営の透明性の向上に努めて
おります。

・　監査役は取締役会、執行役員会、グループ会議に出席して意見を述べるほか定期的に監査役会を開催しております。また、代表取締役社長と
の定期的な意見交換を行うほか、内部監査部門、主要子会社の監査役や会計監査人と情報交換し相互の連携を高めております。

・　当社はEY新日本有限責任監査法人を選任し、会社法監査と金融商品取引法の監査を受けております。2026年3月期の業務を執行した公認会
計士は指定有限責任業務執行社員本多茂幸、齊藤寛幸の2氏であり、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士18名を中心としたチームで
あります。

・　取締役、執行役員の選任とその基準並びに役員報酬決定方針や水準等の妥当性、透明性を確保するために独立社外取締役が委員長となる
指名委員会と報酬委員会を設置しています。また、両委員会は独立社外役員が過半数で構成されています。

・　取締役会から諮問を受けて、指名委員会は、取締役候補者の指名並びに執行役員の選任等について客観的な立場から候補者の妥当性につ
いて答申し、報酬委員会は、役員報酬制度について決定方針や水準の妥当性などを客観的な立場から答申しています。取締役会はその答申を
受けて決定します。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は急激に変化する経営環境に対応し、経営判断の迅速化をはかるために、取締役会のスリム化による経営の効率性を高めております。3

名の社外取締役及び3名の社外監査役は取締役会等の重要な会議に出席し取締役が行う業務執行状況を適時に確認し、意見を述べる機会が

確保されており、外部からの経営監視機能の客観性・中立性を十分に確保したガバナンス体制が整っているため、現状の体制としております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会の上程議案の検討期間を確保するため株主総会招集通知を法定期限前に発
送しております。

集中日を回避した株主総会の設定
2026年3月期の定時株主総会は、集中日を避けて2026年6月24日に開催いたしました。今
後も集中日を避けて開催する予定であります。

電磁的方法による議決権の行使 電磁方法による議決権行使を実施しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」に参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
株主総会招集通知の英文を当社ホームページ及び東京証券取引所のウェブサイトに開
示しております。

その他
株主総会招集通知を当社ホームページ及び東京証券取引所のウェブサイトに開示してお
ります。



２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 年に1回、個人投資家向けに決算説明会を開催しております。 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算期・第2四半期の年2回、アナリスト・機関投資家向けに決算説明会を開催
しており、後日に当社ウェブサイトに説明内容の動画を配信しております。ま
た、2026年3月期末の決算説明会からは会場・ウェビナーのハイブリット形式で
開催するとともに、ログミー株式会社が提供する投資家向け決算説明会資料
の公開サイトLogmi Financeに、決算説明会の書き起こし記事の掲載を開始し

ております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信・決算説明会資料・適時開示資料・株主総会の招集通知・事業報告
書などのIR資料を和文・英文で掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
取締役を統括責任者とする IR 担当部署を設置し、その部署が関連部署と連

携して対応しております。

その他 アナリスト・機関投資家などの個別取材にも適宜応じております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、持続的な成長と企業価値向上のためには、株主をはじめとする全てのステークホ
ルダーとの協働が必要不可欠であると認識し、全てのステークホルダーとの協働を実践す
るため、「トーモクグループの経営理念」や「トーモクグループ行動基準」を定め、取締役会・
経営陣がリーダーシップを発揮し、全てのステークホルダーの権利・立場を尊重する企業
風土の醸成に努めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、トーモクグループ経営理念「環境や社会にやさしく、ビジネスと暮らしを包み、安全
にお届けする」とグループ行動基準に基づき、ステークホルダーの期待と要請に応えるとと
もに、社会的課題を認識し、事業活動を通じて持続可能な社会の実現と地球環境保全に
貢献します。

当社の具体的な取り組みについては、当社ウェブサイト「サステナビリティ」ページをご覧く
ださい。

https://www.tomoku.co.jp/sustainability/

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、「内部情報等の管理に関する規定」を定め、株主との対話において、情報開示を
公平に行い、特定の者に選別的な情報の開示は行わず、情報の一元管理を行ってインサ
イダー情報の管理を行っております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、2006年5月11日開催の取締役会にて決議した「業務の適正を確保するための体制」について、その後の体制整備等を踏まえ、2009年4
月8日、2015年5月14日並びに2022年5月17日開催の取締役会にて下記のとおり改訂いたしました。

「業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針」

１　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）当社は、業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性、事業活動に係る法令等の遵守、資産の保全という内部統制の目的を達成するために内
部統制事務局を設置しております。

（２）内部統制事務局は、取締役及び使用人の職務が法令及び定款に適合して執行されるよう、経営理念・行動基準や各種規程・マニュアル及び
業務分掌等を整備し、適宜見直しを行っております。

（３）内部監査部門は、内部統制監査やコンプライアンス監査を行い、法令等の遵守状況を確認し、社長及び監査役に報告しております。

（４）法務・コンプライアンス室は、使用人等が内部通報を行う場合の窓口をしております。また当社の指定する社外弁護士をその外部通報窓口と
しております。

（５）当社は、反社会的勢力とは一切の関係を持たないことを基本方針に関連規程等を整備し、社内・子会社に周知するとともに、反社会的勢力に
対し毅然とした姿勢を貫き、組織的に対応しております。



２　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役の決裁や内部統制の整備・運用に係る職務執行に関する情報を文書等に記録・保存し、取締役及び監査役が必要に応じてこれ
を閲覧できるよう整備しております。

３　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理の責任者である社長は、『リスク管理規程』に基づき、内部統制事務局やその他の関連部署に指示し、子会社を含めた企業集団のリ
スクを統括・管理し、財務や情報セキュリティ、コンプライアンス、品質、環境、自然災害等の各種リスクについて識別・評価し、回避・低減等の必要
な対策を実施するほか、リスクの発生状況に応じて組織や規程・マニュアル等の見直しを適宜行っております。

４　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、『決裁規程』『組織規程』や『業務分掌規程』等の整備・見直しを進め、取締役の職務分掌や権限を明確化するとともに、日常的な取
締役相互間の報告・連絡・相談の円滑化を推進しております。

５　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）子会社取締役等の当社への報告体制

　当社は、子会社の業績、財務状況その他経営上の重要事項について、子会社から定期的に報告を求めております。

　子会社の業務を担当する取締役及び部室長・工場長は、その業務について、充分にその実態を把握し適切な指示を与えるとともに、適宜、社長
や取締役会への報告を行い、決裁等の必要な手続きを行っております。

（２）子会社取締役の効率的な業務執行体制

　当社は、子会社の事業内容・規模等を勘案し、子会社の規程・マニュアル等の整合性を図り、また各種会議を通して、企業集団として業務が適
正かつ統一的に執行される体制を構築しております。

（３）子会社取締役及び使用人の業務が法令等に適合することを確保するための体制

　当社は、監査や会議・通達等を通じて子会社の業務が法令及び定款に適合し適正に執行されるよう指導するとともに、連結財務諸表等の財務
報告の信頼性を確保する体制を構築しております。

６　監査役の監査が効率的に行われるための体制

（１）補助すべき使用人

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社は、監査役会と協議のうえ、専任の使用人を配置します。

　当該使用人は、当該業務従事期間中、監査役の指揮・命令に従うとともに、その人事評価・異動・処遇については、監査役と取締役の協議によ
り決定します。

（２）監査役への報告体制

　内部統制事務局や監査部は、内部統制の整備・運用状況や内部監査結果等について定期的もしくは必要に応じて監査役に報告しております。

　使用人並びに子会社の取締役・使用人は、当社の監査役に報告する必要があると判断した場合、当社監査役に報告することができます。

　当社は、監査役へ報告をした使用人又は子会社の取締役・使用人が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないよう、規程等を
整備しております。

（３）その他監査役監査が効率的に行われるための体制

　監査役は、取締役会以外にも取締役と執行役員により構成される執行役員会に出席し、具体的な事業運営の方針や報告等を聴取しておりま
す。

　社長と監査役、監査役と管理本部等との意見交換や報告の場を定期的もしくは随時設けるとともに、監査役と子会社監査役や子会社監査部長
等との定例会議を設置し、グループ全体としての横断的な監査体制を構築しております。

（４）監査費用等

　当社は、監査役がその職務の執行に伴い、当社に対し費用の請求をした場合、当該請求が監査役の職務執行に必要ではないと認められた場
合を除き、当該請求を処理します。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力とは一切の関係を持たないことを基本方針に関連規程等を整備し、社内・子会社に周知するとともに、反社会的勢力に対
し毅然とした姿勢を貫き、組織的に対応します。



Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




